


























































効回答者数は 346 名で、有効回収率は 40.2％である。
回答者の性別は男性 94.2％（326 人）、女性 5.2％（18
人）、無回答者 2 人（0.6％）で、年齢別の割合は、
45-59 歳代 10.2％（35 人）、60-64 歳代 42.5％（147 人）、
65-69 歳代 31.1％（108 人）、70-81 歳代 11.6％（40 人）、
無回答者 4.6％（16 人）である。また勤務年数別の割
合は、1 年未満 15.0％（52 人）、1 年以上－ 2 年未満
16.5％（57 人）、2 年以上－ 4年未満 26.9％（93 人）、
4 年以上－ 6 年未満 20.2％（70 人）、6 年以上－ 8 年
未満11.6％（40人）、8年以上－10年未満4.9％（17人）、
10 年以上－ 12 年未満 2.3％（8 人）、12 年以上 4 人
（1.2％）、そして無回答者 5人（1.4％）である。なお、
自治体の人口規模別の割合は、5千人未満 11.6％（40
人）、0.5 万人以上－ 1 万人未満 13.0 ％（45 人）、15
万人以上－ 3万人未満 26.3％（91 人）、3万人以上－





17.6％（61 人）、10 万人以上－ 20 万未満 9.2％（32 人）、
20 万人以上－ 30 万人未満 1.7％（6人）、そして 30 万
人以上 3.5％（12 人）である（無回答者 0人）。
2．調査期間




































































































































































































































































































































































己肯定感の向上」（無回答者 6 人（1.7％））、214 人
（61.9％）が「（2）子どもの対人関係能力やコミュニケー













（無回答者 8 人（2.3％））、152 人（43.9％）が「（10）
学校と保護者・住民間の連携協力の重要性の高まり」























































































































































































































































































































３）2019 年 8 月、あいちトリエンナーレの企画展「表現
の不自由展・その後」が一時中止されたことで大き
な論議を呼んだように、文化行政における政治的中
立性をどう確保するかは常に大きな問題となる。
